
イスラエル農村の経済的性格 (I)

—ーパレスチナにおけるユダヤ人入植過程研究の視点から—―-
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イスラエル建国を目的とするシオニズム運動を

背景として， ユダヤ人がパレスチナヘの入植を始

めてから，すでに80年余の歳月が経過した。この

入植は，パレスチナの地域的性格を一変させた。

社会経済史的な視点からは周辺諸国と似通った事

情のもとにあり， それらと分離しがたいアラブ地

城の一部を形成していたパレスチナに， 固有の体

系と構造とをそなえたいわゆる Yishuv（注 1）---

普通ユ ダ ヤ人はパレスチナのユダヤ人社会を

Diaspora（離散）のそれと区別してこ う呼んでい

る一ーが成立したのである。 1948年に政治的独立

をみたイスラエルの社会も，この Yishuvの生成

•発展の過程として把握することができる。

従来の西アジア地城研究においては， アラブな

いしはイスラム諸国の場合と比べて，現代イスラ

エル社会そのものの研究が比較的おくれていたよ

うに思われる。イスラエルの研究は，主として，

一つには国際政治の分野から， いま一つにはユダ

ャ文化ないしはユダヤ史の視角から行なわれてき

たものが多い。前者においては Yishuv内部の社

会経済構造をその具体性において解明することよ

りも， むしろ国際政治にたちあらわれるかぎりで

の現代イスラエルに既成の理論的枠組を適用する

方法が中心となっており，後者においては独自の

系譜の研究成果をもちながら， そのおもな関心は

ユダヤ社会全体に向けられ，パレスチナ地域社会

としての Yishuvの特殊性を直接の対象とするも

のが少ない。いずれの場合にも，従来の研究成果

を，西アジア地域研究の一環としてのパレスチナ

におけるユダヤ人社会の研究にとり入れるための

方法論的な基礎を， それ自身の中から生み出す契

機をほとんどもっていなかったと考えられる。

筆者は， 上述の諸成果と現代イスラエルを対象

とする地城研究とを接続させるためには，何より

もこの Yishuv の地域的に独自な生成•発展の過

程を明らかにすることが必要だと考えている。

Yishuvは現代イスラエルの物的社会的基盤であ

り， しかも西アジア全体の発展過程においてパレ

スチナに新たな経済地域的性格を形成してきた主

体にほかならない。周辺アラブ諸国には見られな

い急速な経済発展を遂げつつある現代イスラエル

の社会経済構造の解明のためには， その特質をう

みだしたパレスチナ固有の諸条件の分析が必要と

される。 そして，その場合まずとりあげるべきも

のは，ユダヤ人入植の問題であろう（注2)。

このような問題意識から パレスチナにおけるユ

ダヤ人入植過程への接近を試みるとき， われわれ

が第 1に気づくことは，この入植が“national’'（注3)

な規模と組織のもとに行なわれ， しかも最初入植

に必要とされた資本と労働力とが， ことごとく海

外から移入された，という事実である。入植地と

してのパレスチナは， 当初，前近代的な社会経済
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構造をもつアラブ人の居住地であった。設立され

た Yishuvは，この環境の中で徐々に自己の再生

産の体系を形成しつつ，今日のイスラエルに至る

のであるが，その社会経済構造の基礎的な枠組は，

国家独立以前にほぼ形づくられていたと考えられ

る。入植は， 1882年の最初の入植村リション・レ

ツィヨンの設立に始まる農村の建設からスタート

を切り，農業の開発から出発した。第 1次大戦の

結果パレスチナがオスマ・ン帝国領から英国委任統

治領となるに及んで， ユダヤ移民数も増加し，入

植の中心は都市に移った。しかし，移民の受入れ

とその定着化，土地の購買と住宅建設，入植者の

組織化，入植資本の投下など，入植活動全般にわ

たる体制は，初期の入植農村を基盤として一方で

は世界シオニスト機構を中心とする国際的シオニ

スト諸組織の統一的な入植政策のもとに，他方で

は入植農民の側から成長した全国的な協同組合の

発展のもとに体系化され，都市と農村を含めた

Yishuvの産業構造の基盤となった。

したがって， 国民の圧倒的部分が都市人口とな

り， 国民経済の基礎を工業におく今日のイスラエ

ルにおいても（注4)， 独立前に形成されていた農村

の社会経済的性格を明らかにすることは大きな意

義をもっている。それは，いわゆる「イスラエル

社会主義」の名で呼ばれるところの， 強力な公共

部門の主導性のもとに工業発展を行なっている現

在の体制の本質を解明する，一つの鍵を見つける

ことになると思われるからである。

以下の小論は， このような視点を背景として，

イスラエル農村の社会経済的性格を， とくにその

発生史的な側面から考察した一つの試論であり，

また， フィールド ・サー ヴェイに基づく今後の研

究のための一つの仮説的見通しである。触れえな

かった問題も多いが，それについては，稿を改め
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て論じることにしたい。

（注 1) .Yishuvは本来ヘプライ語の「人間の居住

しているところ」を意味するが，この場合は特にパレ

スチナに建設された入植ユダヤ人社会を意味する語と

して用いられる (N. Bentwich, Israel Resurgent, 

1960; p.211参照）。

（注 2) 現代イスラエルについては，おもにユダヤ

人の手によって，その政治 ・経済 ・社会の各分野に関

する研究が多くなされており，それらはいずれも歴史

的背景としての入植過程に触れている。しかしその多

くが，本文で述べた二つの研究方向のいずれかに属す

るものであり，入植過程全体を，パレスチナの現代史

としての位置づけを試みつつ解明した研究は現在のと

ころほとんど見当たらない。ユダヤ史専門家 A.Bein 

の著書 TheReturn to the Soil, Jerusalem, 1952お

よび TholdothHa-Hithyashvut Ha-Tziyonit(『シ

オニスト入植史』）， TelAviv, 1960は入植過程全体を

緬年的に叙述した数少ない文献であるが，やはり基本

的にはユダヤ史としての視角に立つものである。

（注 3) 近代ユダヤ史において “national"という

語は特殊な意味をもっている。それは近代国際社会で

国家と国民の実体をそなえていなかったユダヤ人が，

ジオニズム運動の展開の過程で，民族的統一体として

のユ ダヤ人全体を意味するものどして用いてきた。し

たがってそれは，他民族に対するユダヤ的なるもの一

般と，ユダヤ人個人に対する全、ンオニズム体制との双

方をいつも二重に意味してきた。イスラエルが独立し，

名実ともに国家と国民を形成するまでに発展した現在

の Yishuvにおいても，国家に代表される体制とユダ

ヤ人的であること一般がいかなる意味で統一されてい

るのかにかかわりなく， ‘‘national"の語はやはりこの

二頂性をこめて体制の側から用いられている。ここに

われわれは， Yishuvとその歴史的発展としてのイス

ラエル国家をつらぬいて，体制存立の基礎となるイデ

オロギーが明瞭に反映しているのを見ることができる

のである。

（注 4) Shenaton Statisti Li-Yisrael 1963(『イス

ラエル統計年鑑1963』)によれば， 1962年現在でイスラ

ニル総人口のうち78.6％が都市人口， 21.4％が村落人

口となっている。また国民純生産の産業部門別構成を

みると，鉱工業23.2%，サービス業および商業20.2%,

政府および公共事業 19.6%，農林漁業 9.7%，その他

の順になっている。



I ィスラエル農村の類型

イスラエルのユダヤ人農村は， いくつかの類型

に分類される。 この分類は，パレスチナにおける

ユダヤ人入植過程で， それぞれ異なった時期に創

設された入植村の型の相違によるもので，必ずし

も，一義的な分類のための指標があるわけではな

く，むしろ歴史的に形成されたものといってよい。

この場合の型とは，入植方式の型であり，それに

応じて生産•生活の両面にわたる村内の社会経済

構造が異なっている。したがって， この分類自体

が入植過程での各時期の入植事情をよく反映して

いるので， ここでまとめて簡単な説明を加えてお

こう。

分類は慣習上では場合によりやや異なることが

あるので， ここでは最も一般的なものに従うこと

にする（注5)。

1. モシャヴァー

パレスチナのユダヤ人入植村中最も古いもので

個人的所有と個人的経営を原則とする。今日，政

府統計で単に村と分類されているものは， 都市近

郊の住宅地や商業機能を果たしている集落なども

含み必ずしも農村とは限らない。農村としてのモ

シャヴァーは多くは統計上この範疇に入れられて

いるが，入植史上モシャヴァーとしての農村であ

ったものが人口増加や集落機能の発展の結果，今

日都市と分類されるような， 商工業集落になって

しまっているものも多い（注6)。この類型の農村は

数が少なく，全ユダヤ農村のうちごく一部にすぎ

ない。

2. クヴツァーおよびキプーツ（注7)

この両者は「キブーツ」または「キブッ」の名

で，すでにわが国でもしばしば紹介されている。

その特色は， 普通徹底した村落内部での共同生活

方式にあるとされている。 この点でクヴツァーと

キブーツは現在区別する意味をまったくもたなく

なっており， イスラエルでも両者をキブーツと総

称する場合が多いので， ここでも以下それに従う

ことにする。この類型の農村は， 第 1次大戦直前

に創設され，今日イスラエルの農村の約 3分の 1

を占めるに至っている。他の類型と異なる特徴は，

あらゆる生産手段・消喪手段を含む村落内の資産

を原則として構成員が共有し， また原則として資

本主義における雇用関係を否定して，他人を雇っ

たり他人に雇われることがない，という点にある。

しばしばキブーツが，私有財産を否定する共同体

であると伝えられることが多いのは，論理的にも

歴史的事実としても正しくない。それは，シオニ

ズムにおける “national"の概念の二重性のゆえに

後に述べるように 1個のキブーツ社会を Yishuv

体制全般に対する私的な存在であるとみず，両者

が同様に “national"であるとする立場に由来して

いると思われる。キブーツでは，一個の村落社会

の枠でのみ個人所有が否定されているのであって

その資産を資産として保証する Yishuv体制全体

の中では， その所有は原理的に私的な性格をもっ

ている。結局，村落類型としてのキブーツ固有の

原理は，共有と雇用関係の否定の 2点に要約され

うるものと思われる（注8)。

3. モシャーヴおよびモシャーヴ・オヴディー

ム （注 9)

この類型の農村は， 第 1次大戦後のパレスチナ

で創設され， それ以来その数を増加させ続け，こ

とにイスラエル独立後に新設された入植村がほと

んどこの範疇に属するものであったので， ．今日の

イスラエルで最も普遍的な類型となっている。モ

シャーヴおよびモシャーヴ・オヴディームにおい

て，村落生活の原理とされているのは， “national"
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な士地所有，自己労働，相互扶助，共同購買・販売，

の4事項である（注10)。“national’'な土地所有とい

うのは， 入植過程で世界シオニスト機構がパレス

チナの土地を原則として “national’'な機関によっ

て排他的に購買して所有するという基本政策を展

開してきたので，今日イスラエルの農地の大部分

が各種の村落類型の場合を含めて， 同機構の土地

所有機関 JewishNational Fundの所有になって

いるという事実に対応している。 自己労働とはキ

ブーツの場合と同じく，原則的な雇用関係の否定

である。後の 2事項も含めて， これらの原則は，

キブーツの場合にもそのままあてはまるものであ

り，必ずしもモシャーヴ独特のものではない。しか

し，類型としてのモシャーヴの特色はキプーツの

場合と異なって土地を除くすべての資産が原則と

して個人で所有され（共有の，あるいは共同で賃借し

た典機具等の生産手段はあるが），農業経営が個人ベ

ースで行なわれるという体制のもとにこれらの原

則が保たれていることである。

4. モシャーヴ・オヴディーム・シトゥフィ

この類型は歴史的には最も新しく創設を見たも

ので，普通キブーツとモシャーヴまたはモシャー

ヴ・オヴディームとの間の中間的形態とか， ある

いは折衷的形態とかと説明されることが多い。す

なわち，生産手段は村落によって共有され，経営

や労働も共同のベースで行なわれるが，利益は賃

金の名称のもとに構成員に配分され，各個人は家

族単位に独立した消費生活を営んでいる。

以上の他に， イスラエルのユダヤ人村落として

は， ごく少数の一時的居住地があるが，その多く

は移民の仮住居， 労働者キャ ンプなどで農村とし

ての性格をもたない。また国内には現在少数民族

となったアラブ人の村落（村落数約100,総人口約20

万火）があるが，それについてはここでは省略す
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る。

さて， ユダヤ人入植過程における農村のもつ意

毅は， この入植活動の主体とそれをとりまく客親

的諸条件と の相互関係を，経済・社会・政治のあ

らゆる側面にわたって統一的に具象化している場

である，という点にある。入植資本の立場，入植

者の性格やその思想， 入植地の経済状況，入植活

動をとりまく国際的・国内的政治状況など，すべ

ての要因が具体的な入植形態に反映しているとい

えよう。そこでここでは，その経済的側面に限定

して農村の性格を考察することにしたい。

その場合，農村は何よりも農業生産の場として

把えられる。 シオニズム運動は最初からパレスチ

ナの地にユダヤ人の自己完結的な経済社会を創設

する目標をもっていた。入植が農業から始まった

のも， 工業と農業を含む経済体制建設のための，

シオニズム運動独自の論理によるものである。 し

たがって，農業の場としての農村の分析はまた，

それを通じての入植過程の経済的側面に接近する

一つの有効な方法ともなりうるものと思われる。

イスラエルの代表的農業経済学者 H.Halperinは

この事情をつぎのように指摘している。「イスラエ

ルでは農業が独自の意義を担っている。なぜなら

ば， 国家としての承認を目ざすユダヤ人の復帰の

全過程は， landへの帰還として考えられていたか

らである」（注11)。

そこで， すでに述べたイスラエルのユダヤ農村

の諸類型が，経済的側面においてもつそれぞれの

意味を明らかにしておこう。最も便利な手続きと

して考えられるのは，農業生産方式にとって本質

的な意味をもつ若干の指標によって， これらの諸

類型のそれぞれの特徴を再確認することである。

そのため， 村落内の資産の所有関係および経営方

式を指標として各類型の相違を示したものが第 1



第 1表 パレスチナ（イスラエル）のユダヤ人村落の類型

所 有関係 経営方式

生 産 手 段 1

-- |―• --l 消費手段経営主体 I 労 働 力
土 地その他 I

公 有
(1) モシャヴァー個人有個人有個人有個 人 家族およぴ雇用労働力

モ シ ャ ー ヴおよび 公 有
(2) 

モシャヴー・オヴディーム 公有共有個人有個 人家族のみ
個人有

(3) モシャウ～ー・シトゥフィ公有共有個 人 有共 同 村民 の み'
— -- --• 一• - -• 一

（4) クヴツァーおよびキプーツ 1公 有 1共 有共 有共 同 ＼村 民 の み
. ～ - - • - ... • - -

（注） この表は基本的な原則のみを抽出して表現したもので， 現実の農村には例外的な要素や異なる類型の中間

的な形態がみられる。

木寸 落 類 型

第 2表 バレスチナのユダヤ人村落類型別個数（かっこ内は人口，単位： 1000人）
-• --—ー ・ ・ 一．＿ ---ー・ ー・ -,・ - - ・- -・ -・・・・ー・・-・-・・ -- .........,----・-・ ---・・・-------・・・---一ー・ー・ .• .、 • -.......... 

パレスチナの モシャーヴ・クヴツ ァーバレスチナの モシャーヴ・ユダヤ人集落
年次（都市等を） モシャヴァー モシャーヴ オヴディーム および

ユダヤ人村落 オヴディーム
含む ・シトゥフィキ ブ ー ツ
- - - - - -. ,‘  

(3) 12 (3) - （-） - （-） - （一）
(5) I 21 (5) I - (-) I - c-.) I -（一）
(11) I 32 (11) I 3 (-) <-) I 4 (-) 
(15) I 34 (12) I 3 ・.(1) ! s (1) I 19 (1) 
(37) I 42 c2s) I 14 (2) I 16. (3) I 3t (4) 

111) I 45 (63) I 37 <10) I 57 (15) I s1 (23) 
156) I 44 (83) I 37 (14) ! 68 c1s) I 135 (41) 

164) I 36 (64) 
、マク

312) 79 (107) 3悶は靡 1 盈閏 塁闊
292) I 67 (90) I 345 (Ll9) I 22 (4) I 228 (79) 

- -- - ．-― -..-----・----- · •一

（注） この場合，村落は一時的居住地などを含まない。 1946年以前と1948年以降では村落類型の定義が多少異なる

ので厳密な比較はできない。

（出所） 1941年以前の数字は JewishAgency, Statistical Abstract of Jewish Palestine 1945に，1946年の数字

は Censusof Agriculture 1948に， 1948年以後の数字は StatisticalAbstract of Israelに，それぞれよるも

のであるが，類型の分類を統一させるたb若千の加工を施した。

l890 ? 胃(47) 12 
1900 ？ 21 
L914 ？ 39 
1922 79 64 
1931 129 ( 103 

1941 
25319 8 ((560225) ) 226 ( （ 

1946 285 

1948 
304(((1,380611809) ) ) 266 ( ｛ 

1958 794 1, 671 
1962 771 2, 666 

表であ る。 この表は，各類型のもつ基本的な原理

のみを示しているのであって， 実際の農村では，

たとえばモシャーヴにおいて共同所有の工場を共

同で経営しているなど， 多様な要素が混入してい

る。しかし， この表では各類型間の相違を示す必

要にして十分な指標がつくされており，すべての

農村はその内部の最も基本的な原則によ って必ず

この類型のいずれかに属している。イスラエルで

は通常これらの類型の特徴を，労働過程が個人ベ

ースであるか共同ベースであるか， 消費生活が家

族単位であるか村落共同生活であるか， とい う社

会構造の側面から把えるのであるが， これらはそ

れぞれ経営主体と消費手段の所有形態によ ってこ

の表においても間接に示されうる。

表に示した(1)から(4)までの類型の順序は，村落

社会の共同化の程度を示すものと一般に考えられ

ているが，歴史的な発達の順序としての意味はま

ったくない。村落の類型別個数と人口の変遷は第

2表に示すとおりである。

第 1, 2表に示されるように，今日のイスラエ
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ルの農村社会構造の基本的な要素であるこれらの

村落類型は， ほぼ第 1次大戦前後にすでにつくら

れている。そこで，入植過程のこの段階までに，

入植活動の展開にとって最も基本的な契機であっ

たと思われる入植資本と入植者との両面から， こ

れらの諸類型が形成されるに至った過程に考察を

加えねばならない。それは現在のイスラエルの農

村の経済的性格について， その起源を明確にする

ことになるからである。

（注5) イスラエル政府がセ｀ノサス等の公式統計の

ために採用しているユダヤ人村格の分類と，その類塑

別の集落数，人口数はつぎのとおりである (1962年12

月現在）。
．．．． 

亙＿し—•--------門_＿|竺浴g」•一人．―--- ーロ］A且翡:

条． t 乞甘乱醤：認If : ； 
都市 | 65.I 1,165,623 I s5.3 
村落 7o5 I 303;259 I 14.7 

モ ーヴ 345 I !18, 731 I 5. 7 
モシャーヴ ・シトゥフィ 22 I 4,291 ・ 1 0.2 
クヴツァーおよびキプーツ 228 I 79,254 I 3.8 
一 時的屈 tI：地 4 I 1,561 I 0.1 
その他 | 40 I 9,so2 i o.5 

ー • ← - -・ • 一→

計 m I 2,os8,s82 I 100.0 -·一 ー・—- - -•—--·· 一• 一・ l ー ・・•---」―-―-------'----• 一・
（山所） Shenato11 Statisti Li-Yisrael 1968(「イスラエル統
計年筋1963」)

上の分類のうち，村蕗の中の大きな村，小さな村は，

モツャーヴ以下の各項日に属さない村落のすべてのも

のを含み，必ずしも晟村とはかぎらない。本文中にモ

シャヴァ ーと分頬されているものは，こ の範9縣にはい

る。本文でとりあげた諸類型は，慣習上妓も一般的な

分類に従った。それについては，たとえば， E.Orni, 

Forms of Settlement, Jerusalem, 1958など参照。

（注 6) たとえば，パレスチナにおけるユダヤ人入

植史上の最初の入植村リション・レツィヨソをはじめ，

レホヴォット，ペクフティクヴァ，ネクニヤ，ハデラ

など，地中海海岸平野にある地方中心諸都市はいずれ

も人口数万をもち，今日市制を施行しているが，起源

は19世紀末から今世紀初頭にかけて設立されたモシャ

ヴァーとしての農村であった。

（注7) キプーツは本来ヘプライ語で集団，団体な

どを意味するが，今・日では転じてイスラニルにおける

この類型の村落を意味するようになった。音訳は

Kibbutzが最も一般的であるが，他にQibbuz,Kibbuz, 

など，場合により異な っている。
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（注 8) ・illi稿，「キプーツの生産樅辿」，『オリエン

ト』，第 2巻第 1号， 1964年参照。

（注 9) モツャーヴとモシャーヴ・オヴデ．1ームと

は，生産や生活の様式において本質的な差をもたない。

歴史的にはモシャーヴ・オヴディームの棉想から始ま

ったが，現実には巌民の組織化過程でモシャーヴ・オ

ヴディ ーム の連合体に加盟しない形のモシャ ーヴが並

てつ られてきた。今日 ，全国的な組合組溢の発行し く

達のためにモシャーヴの農民もなんらかの組織に個人

として加入しているので，村落としての両者の区別の

窓味は薄らいでいる。普通，両者をモシャ ーヴと総称

し，英語で smallholders'settlementと表現すること

が多い。

（注10) この原則を最初に公式化したも のは， 1911

年にパレスチナに来住したアメリカ ・シオ ニストの

Eli'ezer Yaffeが 1919年に著わした バソ フレット

Yissud Moshavei Ovdim(『モ シャ ーヴ・オ ヴディ ー

ムの建設』）である。

（注11) H. Halperin, Chang切gPatterns切 Israel

Agriculture, London, 1957,序文。こ の場合， landな

る語には二重の意味がこめられている。一つはシオニ

ストにとってかけがえのない民族の郷土としてのバレ

スチナであり，いま一つは土である。ョ ーロ ッパのツ

オニズム述動において，パレスチナ入植初期の入植者

とな った東欧系シオニストの間に強力な影嬰力をもっ

ていたのは「土に遠れ」のスローガ‘ノに示されるよう

な，股業こそ国民経済の基盤である， 、とする思想であ

った。ヨーロッパ・ユダヤ人の間に農業従事者がまっ

たくといってよいほどなかった現境で，パレスチナ入

植はすなわち農業入植であった。

n キブーツの成立をめぐって一ーデガ

ニヤの事例

l. 起源からみたキプーツの特異性

イスラエル農村の基本的性格を考察するに際し

ては， その起源と発展過程とが，二つの視点から

明らかにされねばならない。一つは実際に入植村

を建設し，農業生産の担い手となってきた入植者

の立場からであり， いま一つは入植資本を投下す

る主体の立場からである。前者は労働の側面から



の接近であり，後者は資本に内在する論理に即し

た接近である。

パレスチナのユダヤ人入植過程においては， こ

の二つの立場が概してそれぞれ異なる主体に属し

ていたといってよいであろう。 この入植活動は，

全体として国際的なユダヤ人政治勢力を背最とす

る“national"な次元と規模で行なわれ，個人が自

己の資本の投下を目的としてパレスチナに入植し

た例は， ごく少数の農業入植者や，小規模な工業

資本家の場合を除けばほとんどない。 しかもその

ような個人の活動は，入植推進のイニ シァ テイヴ

をもつには至らなかった。要するに労働の立場を

代表するものは， おもに資本なきユダヤ人来住者

であり，資本の立場を代表するものは，おもに世

界シオニスト機構， Yishuvにおける再生産体制

の確立に伴って成長した農村を基盤とする全国的

な協同組合諸組織， および独立後のイスラエル政

府である。

イスラエル農村は， この両者の立場からの入植

運動が統一的に具現された場としての意味をもっ

ている。そこでまず，入植村の起源を明らかにし，

発生時におけるその特質を考察しなければならな

い。そのため，この節ではキブーツ制度成立の契

機となった最も古いキブーツ，デガニャ（注12)の起

源をとりあげたい。

1で示したように，キブーツは必ずしも Yishuv

のユダヤ人農村の代表的形態とはいえない。 こと

にイスラエル独立後新設された農村が大半はモシ

ャーヴ・オヴディームの形をとっているため，今

日ではむしろこれがイスラエルで最も普遍的な農

村の型であるといえよう。それにもかかわらずこ

こでキブーツの事例をとりあげるのは， その創設

の時期が入植史上で特異な意義を担っていると考

えられるからである。

入植過程で最も古く建設された農村の類型はモ

シャヴァーであり，その起源は 1882年にさかのぼ

る。ところがそれ以後今世紀初頭にかけての 20年

余の期間には，入植は民間のユダヤ人シオニスト

諸団体などを背景としながらも，個人ベースを原

則として行なわれ，あまり進展はしなかった。今世

紀にはいってから世界シオニスト機構がパレスチ

ナ入植事業に全面的に乗り出すに及んで， 初めて

"nation~!" な次元での入植体制が形成されはじめ

た。キブーツが創設されたのはこの時期のことで

ある。

入植が真に本格化し， “national’'な体制がほぼ

その原形を完成するのは第 1次大戦後， パレスチ

ナがオスマン帝国から解放され， バルフォア宣言

などによりユダヤ人入植がある程度の政治的保証

を得てからのことである。モシャーヴは， その萌

芽的な形のものはすでに大戦前に設立されていた

が，入植方式としてこの型が定着したのは，大戦後

シオニスト機構の主導下にはいった入植体制にお

いてのことである。キブーツについても，制度とし

ての確立はやはり大戦後のことであるとはいえ，

キブーツの原理である村落内の所有関係と経営形

態とは，大戦前の，まだ “national"な入植体制自

体が完成しないときに， 半ば入植者の主導におい

て創設され，大戦後はその原型のまま，むしろ強

化育成される方向に向かった。個人所有と個人経

営とを原理とするモシャヴァーは， “national"な

体制のもとではむしろ例外的な存在となってしま

った。 もちろんモシャヴァーは村落数においても

人口においても激しい増大を示して今日に至って

いるのではあるが， 一方では都市化によって農村

の性格を失い（注13)，他方ではその農村的要素が全

国的な協同組合体制に包＇括されることによって，

やはり “national"な入植体制に同化していったと
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いえる。

したがって， Yishuvの農村の起源を考察する

際には，キブーツの場合が， すでに述べた二つの

視点からの分析のため最も適していると考えられ

る。それは， 労働と資本をそれぞれ代表する立場

が相対的な独自性を保ちながら，両者が接触した

点に成立した農村の類型だからである。 このよう

な視点からキブーツに接近した例は今までのとこ

ろほとんど見当たらない。 しかしキブーツ・デガ

ニャの起源をめぐる諸事情については，創設者の

ひとりであり現存のメンバーでもある •J. Baratz 

の自伝をはじめ， 多くの文献に記述されているの

で今日かなりよく知られている（注14)。そこで，こ

こではこれらの文献に伝えられる事実と，筆者の

現地調査の結果とを素材として考察した結果を，

以下要約して述べることにしたい。

2. 入植者の階級的性格

デガニャ（今日のデガニャ・アーレフ） （注15)は1909

年にガリラヤ湖南岸， ヨルダン川のほとりに建設

された入植村である。 この村の創設時の形態が今

日キブーツの名で呼ばれる村落類型や入植方式の

原型となった。 このキブーツに永住を目的とする

メンバーが入植したのは1910年であるから，通常

はこのメンバーであった 12人の入植者をデガニャ

創設者としている。そこでまずこれら入植者たち

がキブーツ創設に向かった主体的契機を明らかに

するために， かれらに共通する立場が何であった

かを考察しよう。

第 1にかれらはいずれもロシアを中心とする東

欧からパレスチナに来住した移民で， いわゆる第

2期移民（注16)に属している。第 2期移民について

は，すでに Beinも詳しく述べているように，（注17)

帝政末期のロシアにおける反動的な pogrom

（ユダヤ人迫害）の激化を背景とし，多くは東欧系の
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いわゆる実践的シオニズムの系譜をひく各種の民

間シオニスト団体の運動に参加しながら， 1905年

の pogromを直接の動機としてパレスチナに来住

した移民だといえる。その特徴は，かれらが各種

の社会主義や無政府主義などの雑多な影審を受け

たいわゆる社会主義シオニズムの熱烈な中心勢力

であったことである（注18)。しかし，ここで注目す

べきは， かれらが移民段階で組織化されていた場

合があったにせよ，入植段階では未組織の個人で

あったという点である。第 2期移民のスローガン

となっていた「土に還れ」， 「労働の克服」，「自己

労働」（注19)などは，いずれも観念的な理想ではあ

りえたが， 入植の具体的なフ゜ログラムをまった＜

欠くものであった。

デガニヤ創設者たちも例外響ではない。 Baratzの

場合にもその自伝からも明らかなように，熱烈な

入植の動機やトルストイ主義的な農業への憧憬は

あっても，入植の具体的構想は何もないままに来

住している直20)。またデガニヤ創設者たちがパレ

スチナ来住後に形成された集団であったことは，

移民と入植の間に組織化の段階の差があったこと

を反映しているほ21)。

第 2に，デガニヤ創設者たちは， 他の第 2期移

民の多くと同様に， ロシアにおける中産下層の出

身であり（注22)，無資産でパレスチナに来住してい

る。かれらに共通する農業入植への希望は，この

条件によって阻まれたといえる。当時の Yishuv

は， シオニスト機構による大規模な土地集積政策

が展開する直前にあたり， これら創設者たちは土

地なき移民として， しかも個人ベースで土地を購

買することのできない立場におかれたのである。

かれらにとって， 生活の方途として残された唯一

の途は，階級としての賃労働者になることであっ

た。



第3に，それゆえかれらは，パレスチナ来住後，

多くは既設のモシャヴァーにおける農業労働者，

または当時ようやくパレスチナ入植事業に投資を

開始しだしたシオニスト機構の入植諸機関の賃労

働者となった。キブーツ・デガニヤ創設の核心に

なったウクライナのロムニ出身の移民グループの

場合には，来住以来，モシャヴァー・ペタフティ

クヴァやモシャヴァー・ノヽデラで， 個々の経営者

に分散して雇われているし， またデガニャの前身

としての役割を果たしたキネレットの農場開設に

当たってはシオニスト機構の入植投資機関パレス

チナ開拓会社（注23)の労働者になっている。 Baratz

の場合には， やはり農業労働者や，当時建設中で

あったエルサレム新市， テルアヴィーヴ市などで

の臨時雇用の人夫な．どを経ている。デガニヤ創設

者たちは， 当時パレスチナで形成されつつあった

ユダヤ人賃労働者階級に属することによって， デ

ガニヤ入植に至る数年間の生活を維持したのであ

る。

第4に，それにもかかわらず， かれらはやはり

他の第 2期移民たちと同様に，賃労働者としての

地位に安定を求めることができなかった。 この当

時の事情を記述した文献は， ことごとく深刻な労

働問題の発生に触れている。すなわち，創設当時

は果樹作に基盤をおいていたモシャヴァーの経営

が，市場の狭監から危機に瀕し，それを克服する

ためにより労働集約的な方向へと経営転換をさせ

ていた。そのためモシャヴァーでは生産費を引き

下げるため相対的に賃金の低いアラブ人労働者を

雇うようになり， ユダヤ人労働者は排除されるよ

うになった。果樹栽培の不況を切りぬけるために

より自給性の強い穀作を導入していったモシャヴ

ァーでは， 市場でアラプ人農民と競合関係に立つ

ことになるので (tJ:24)，生産費引下げがますます緊

急を要し， このことがユダヤ人労働者にとっての

労働市場を急速にせばめる作用をなした。

この状況にあって，流入する第2期移民は雇用

の不安定，低賃金，失業に悩む立場に陥った。デ

ガニヤ創設者たちもすべてこの状況を体験してい

る。たとえば Baratzの場合にも，パレスチナ来

住以後わずか 4年間に，たえず職を求めて移動し

ている。かれらは労働者としての階級的性格から，

雇用主であるモシャヴァーのユダヤ人農業経営者

や， シオニスト機構の入植機関と対立するばかり

か，アラブ人労働者と対立する立場になっていた。

第5に， このような客観的条件の中におかれた

第2期移民たちがそれに対して示した対応の姿勢

には共通の特色が見られた。その一つは， 労働者

としての階級的性格をますます強化することであ

る。これには，労働者政党の結成という積極面と，

生活費切下げのための生活共同化という消極面と

があった。第 2期移民出身のユダヤ人労働者のほ

とんどは， 1906年に結成されたPoaleTziyon（シオ

ン労働者組織）と Ha-poelHa-tzair（青年労働者党）

の二つに村落の枠をこえて組織されてゆき（注25),

同時に各地で共同生活を行なう労働者の小グルー

プが発生した。デガニヤ創設者たちもこの動きの

中で Ha-poelHa-tzairに加入し，モシャヴァー・

ノヽデラで労働生活を送る間に強固な同志的結合を

もつグループとなった。

いま一つの対応の姿勢は， イデオロギーの側面

における「自己労働」の理念の新たな展開である。

本来東欧シオニズムに由来するこの理念は， 当然

モシャヴァー型の入植方式を批判し，雇用関係一

般を否定するものではあったが（注26)，アラプ人労

働者との深刻な対立に陥った第 2期移民のユダヤ

人労働者にとって， それは単なる観念上の理想で

はな く，行動のプログラムとしての意義をもつよ
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うになった。デガニャの創設者たちが， 労働者的

結合をますます強める過程で同時に階級そのもの

を否定する「自己労働」の理念に傾いていったの

には，その理由があった。 1908年のパレスチナ開

拓会社のキネレット農場で生じた労働争鏃が示す

ように（注27)，シオニスト機構に対する下からの圧

力によって労働者が農場管理の主導権を得る可能

性が見込まれたからである。

以上から， われわれはデガニヤ創設者たちが，

他の第 2期移民たちと同様に，バレスチナ来住と

デガニャ入植の間の時期にきわめて特異な階級的

性格を担っていたことを知る。すなわち，かれら

は一方では労働者としての性格を強めながら相互

の連帯を強化し， 他方ではその連帯を媒介にして

階級的性格そのものから脱出しようという，二つ

の契機を同時にはらんだ立場に立っていたといえ

る。

3. 入植資本としての世界シオニスト機構

キブーツ・デガニヤ創設は， これを要求する労

働者階級としての創設者と， かれらに入植資本を

与えたパレスチナ開拓会社との間の契約によって

成立した。そこでづぎにはこの会社に代表される

世界シオニスト機構が，入植の他の側の主体とし

ていかなる性質をもっていたのか， を考察せねば

ならない。

まず第 1に，世界シオニスト機構はその結成当

初から “national"な次元においてのユダヤ人のパ

レスチナ入植を基本政策として定めていた（注28)。

シオニスト運動指導者のひ とり A.Granovskyは

つぎのようにいっている。

「シオニスト機構は，実践的にも理論的にも，パ

レスチナにおけるその諸活動において， その動機

をユダヤ ・ナシ ョナリズムおよび社会的観点に有

していた••••••前者は後者とつぎの公式において統
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ーされている。すなわち，新しい社会諸形態をも

つユダヤ人共同社会，である。」（注29)

初期のシオニスト機構の対パレスチナ政策は，

Herzlに代表される西欧系のいわゆる政治的シオ

ニズムと，東欧系のいわゆる実践的シオニズムと

の勢力の拮抗関係のもとに，両者の妥協として具

体化された（注30)。Granovskyのいう社会的観点と

は， 実践的シオニズムの系譜に由来するものと思

われる。それの具体化された政策が， “national"

な土地所有ほ31)，ユダヤ人勤労者によるユダヤ国

家の建設である。

このような政策が表面化する背景には，前世紀

末のモシャヴァ一方式による入植に対する批判，

および東欧系シオニスト勢力の階級的基盤があっ

た。

デガニャ入植者たちが，パレスチナに来住した

1900年代は， このような方針のもとにシオニスト

機構がパレスチナ入植事業のための諸機関を続々

と設立し， その活動が始まったばかりの時期であ

る。ユダヤ民族基金偲32)，オリーヴ樹基金，パレ

スチナ事務所，パレスチナ開拓会社， がそのおも

な機関である。 これらはいずれもシオニスト機構

の出資による機関で， それぞれ土地の購買と所

有，植林，シオニスト機構直属の入植事業遂行機

関，入植地建設，などをおもな任務として，相互

に密接な関係を保ち， また事業内容も重複しなが

ら，入植の推進をはかった。 ことにユダヤ民族基

金は，資金の不足に悩まされながらも，パレスチ

ナにおけるユダヤ人入植の全過程を通じて排他的

に土地を買い集め， 今日でもイスラエルの農地の

ほとんど全部を所有するに至っている。

われわれはここにまず，入植を推進する初期の

基礎的な投資主体が単に経済上の利潤追求を目的

とする私的資本の立場にではなく，高度に政治的



な政策を遂行する立場にあり，その意味で “na-

tional’'な性格をもっていたことをまず確認して

おかねばならない。

たとえばユダヤ民族基金は， 1905年から1907年

の間に，未入植地で多くは荒廃し耕作さえ放棄さ

れていたガリラヤ地方やヨルダン峡谷などの土地

をアラブ人不在地主から買収しているが， 一方こ

れを開拓する資金は集まらず， オスマ ン政府の没

収を逃れるためにやむなくアラブ人小作を入れて

耕作させている儘33)。 これは入植計画自身の未整

備を示すとともに，具体的な開拓の目途をつける

ことにさえ先行していた “national"な土地所有ヘ

の政策の実現を示している。

また，同基金の買収地キネレットには， パ レス

チナ開拓会社が 1908年ユダヤ人労働者に農業トレ

ーニングを行なうための実験農場を開設した。 こ

れは， 当時バ レスチナ事務所の長であった農業経

済学者 A.Ruppinの構想に基づくものである。

Ruppinは，すでに述べた入植諸機関の設立やこ

の農場開拓の意義を，（1）労働者に対する農業技術

の訓練，（2）労働者の組織化，（3）新技術の開発，（4)

労働者階級によるシオニスト勢力の中核の形成，

(5)ユダヤ人の「自己労働」による農業での成功の

実績を示し， それによる私的資本の激励にあると

いっている（注34)。ここに見られるものは， 当時雇

用の不足に悩んでいたユダヤ人労働者階級の立場

を著しく擁護しつつ， かつモシャヴァー型の農業

経営者さえも包含する “national"な立場である。

しかしそれにもかかわらず，第 2に，シオニス

ト機構のユダヤ人労働者に対する対応の姿勢に，

雇用主としての反労働者的契機が含まれていたこ

とに注目しなければならない。

バ レスチナ開拓会社の設立を直接に計画した当

事者である前記の Ruppinは，つぎのように述べ

ている。

「この事業体は公共のために計画されたのであ

るが， 純粋にコマーシャル・ベースによって運営

されるはずであった。 なぜなら，パレスチナの農

業は， ちゃんとやりさえすればかなりの収入があ

ると見込まれていたからである。」（注35)

すなわち， シオニスト機構の入植政策そのもの

の中に， かなり明確な資本家的立場が打ち出され

ていたのである。 もちろんそれゆえに，パレスチ

ナ開拓会社が第2期移民のユダヤ人労働者を雇用

するという構想は， モシャヴァー型の資本主義的

生産様式の再現であるとして， シオニスト界で反

論をまきおこしてはいる。 しかし，同社の事業で

あった植林地ベン・ シェメ ンにおいても， 農場キ

ネレットにおいても， 1908年にデガニヤ創設者た

ちを含むユダヤ人労働者たちが，管理への参加を、

要求して激しい労働争議を起こしたのは， まさに

同社の資本家的経営方針に由来している。キネレ

ットの土地は， ユダヤ民族基金所有地になってい

たが， 1908年までアラブ農民に小作させておいた

ものである。ところが “national"な立場からここ

にユダヤ人労働者のための農場を開いた開拓会社

は，経費節約のためふたたびアラブ人労働者を雇

用しようとし， ユダヤ人労働者の憤激を買ったの

である。

もともとシオニスト機構の入植諸機関が最初か

ら直面していた問題は資金の不足であった。財源

は国際的なシオニストの寄付金のみで， その増加

率は小さく，莫大な資金を必要とする入植事業に

はとても不足していた（注36)。このような方針を打

ち出すのも，むしろ当然であったといえよう。

第3に， “national” でありかつ資本として機能せ

ねばならない側面をもも っていたシオニスト機構

は， その二重性のゆえに上記のような矛盾した政
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策の展開を見せたのではあるが， なんらかの形で

これを解決しなければならない立場にあったとい

える。そして，その方向はすでにシオニスト界の

指導者のひとりである F.Oppenheimerが1896年

に将来の入植方針として打ち出していたものであ

った（注37)。Ruppin自身もこれをつぎのような形

で継承している。 (1)農業の村内自給生産，（2）自己

労働，（3）諸政党の平等，（4）村落内の自治，（5）農業

を通じての職業教育，（6）入植に先行する土地改良，

(7)入植村建設についての専門家の指導，（8）土地所

有権獲得の促進（注38)。

これからもわかるように， シオニスト機構創設

以来，一貫している入植村の構想は，それが具現

化される過程でどのような自己矛盾におちいるか

にかかわりなく，階級対立を越えて “national"な

ものでなくてはならなかったのである。

以上からわれわれは， デガニヤ創設者が労働者

としてモシャヴァーやパレスチナ開拓会社の農場

で働いていた時期に，シオニスト機構が“national"

な入植政策を貫徹しがたい問題に嵐面していたこ

とを知るのである。それはなんらかの新しい政策

的措置を必要としていたといってよいであろう。

4． キプーツ・デガニャの成立

デガニャはパレスチナ開拓会社の開設した農場

キネレットの一部の土地であったが， 当時まだ開

拓の手がつけられていなかった。パレスチナ事務

所長 Ruppinは，度重なる労働者のストライキに

直面して， 1909年についにキネレット方式のユダ

ヤ人労働者の訓練農場という構想の失敗を認め，

Oppenheimerの構想により近い農民が自主的に

管理する農村を建設しようと考えた。そこで 1909

年12月，特に選んだ労働者 7人でグループを結成

させ，これと契約を結んでキネレットの地の一部，

現在のデガニャの地にかれらを入植せしめた。 こ
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れが入植地デガニャの起源である。

ところがこの契約は 1年限りのものであったの

で1910年この労働者たちは四散した。そこで前記

Baratzらを含む12人の労働者（かれらはその時まで

モシャヴァー・ハデラで農業労働者として働くうちに自

生的なグループを形成してた）グループと，新たに

1910年に契約を結びなおし，入植せしめた。この

グループがその後この地に永住し，実質的なキブ

ーツ・デガニャの創設者となった。

さて，ここでとりあげるのは， この契約の具体

的内容である。その内容こそ，入植体制としての，

また村落類型としてのキブーツの性格の起源を反

映していると思われるからである。

まず， 1909年の契約の要旨を， Beinはつぎのよ

うに伝えている。

「下に署名せるわれら労働者は，本日より 1910

年 9月30日まで，パレスチナ開拓会社のパレスチ

ナにおける被雇用者として， 同社のウム・ジュニ

（デガニャの当時の地名一一筆者注）における農場で

の労働を遂行し， 同社の指示する運営上の命令に

服従する。われらは，月 45フラン (1ボンド16シリ

ング）の賃金と，農場の純収入の半額とを取得す

る。労働者による利益の取得分は，われらの間で

均等に分配される。 もし労働者が契約期間満期以

前に離別するならば， その被雇用期間の比率に応

じて利益の取得を受ける」（注39)(1909年12月1日付）。

これは労働者グループの側から書かれた契約の

みではあるが， しかし契約の性格全体をよく反映

している。 この入植に当たって，ユダヤ民族基金

は最初の運転資金としてこのグループに 400~480

ボンドの資金貸付を用意していたし，パレスチナ

事務所は，必要な家畜を無償で貸し付けている。

入植村内の管理には労働者グループに大幅な自治

が与えられた。またパレスチナ開拓会社側の利益



を代表する 2人の管理人の人選は労働者に任され

た（注40)。

これでみると，基本的にはパレスチナ開拓会社

に代表されるシオニスト機構側の入植体制の発展

でありながら， キブーツ・デガニャの創設におい

て， その体制の枠内での労働者側の主体性がきわ

めて重視されていることがわかる。

さらに1910年11月に，実質上の創設者となった

グループとの間に結ばれた契約も， これとほぼ同

じものであったが， Baratzはその要旨をつぎのよ

うに伝えている。

「下に署名せるわれら労働者， すなわち，ハデ

ラ出身のグループの成員は，本日より 1911年の穀

物収穫終了時まで， パレスチナ開拓会社の労働者

として， ウム・ジュニにおける同社の農場におい

て労働し， かつ同社の監督の指示により行動する

ことを義務とする。 1カ月あたりの労働賃金は50

フランとする。この賃金の他に，農業純収入の半

額を得るものとする。 この純収入とは農業の収入

総額から支出と地租を控除したものである。農機

具価値の 12％は減価償却費として粗収入から控除

するものとする。損傷および消粍は，粗収入から

つぎのように控除するものとする。すなわち，す

べての資産についての損傷および消粍は全額とし

て計上され，生物体資産の損傷は半額として計上

される。近隣に家畜疫病の生ぜし場合，キプーツ

が不時の損害を負うことがあってはならない。年

度末に耕地面積が年度初のそれより大なるとき

は，上述面積の価値は慣例の価格によって評価さ

れ，収入に加算される。耕作地面積が縮小した場

合には， その差額は支出として計上されるものと

する・・・・・・」 （注41)。

Baratzによれば，この契約は当時の入植諸機関

とユダヤ人労働者グループとの間で，各地におい

てとり結ばれた契約に共通の特徴的な形式を踏ん

でいる。したがって，第 1次大戦直前のパレスチ

ナでは，デガニャを皮切りとして， 各地にキブー

ツ形態の入植村が発生すべき条件が整いつつあっ

たものと思われる。

さて，この契約について， きわだった特異性が

みられる。

第 1に， キブーツを構成する労働者が個人とし

てでなく， グループとして契約主体になっている

ことである。土地をはじめとする生産手段も，最

初の運転資金も，すべては個人にでなくグループ

全体に対して貸し付けられたのである。資本なき

労働者たちが，共同の借入資本のみから生産を始

めなければならないという条件のもとでは， すべ

ての生産手段を共有することになるのは当然とい

える。ところが一方， 契約によれば賃金は個人に

対して支払われることになっている。形式的にい

えば， これは入植史上でははるかに後になって創

設された村落類型モシャーヴ・オヴディーム・シ

トゥフィに似ている。しかし， この条項はキブー

ツの場合実質的には意味をもたなかった。なぜな

らば， 当時の低い生産力にあってキブーツ・デガ

ニャの収入はあまりに低く（注42)，メンバーが細分

化された各自の収入では暮せなかったからであ

る。そこでかれらは消費生活をも共同化しなけれ

ばならなかった。このようにして，今日のキブー

ツの原理ともいえる資産の共有が成立したのであ

る。

第 2の特徴としてあげられるのは， この契約の

双方の主体が， 階級的に特殊な性格をそれぞれ担

っているということである。契約を貫く基本的な

関係は，形式上はもちろん，実質的にもある程度

までは，雇用主と貨労働者の関係である。キブー

ツ構成員に与えられた広範な経営上の自由も，雇

芍



用主の設定する体制のもとにおいてのみの自由に

すぎない。 このことは，やはり今日のキブーツの

原理となっている， いわゆる自己労働の立場を，

銀念上ではなく，実質上から強制するものといっ

てよい。賃金労働者は自 ら雇用主となるための自

己資本をまった＜欠いていたのである。それにも

かかわらず， 契約の中にかかげられている利潤の

切半は，他方ではキプーツが自らの利潤の蓄積と

再投資による経営の拡大を将来行なう可能性を保

証する。事実デガニャの場合には，創設後数年経

つうちにほぼ再生産体系が整備され， 自己資本が

少しずつ増加したという。また， これこそシオニ

スト機構の基本的な入植政策の方向でもあった。

すなわち， この契約は単に資本家と賃労働者との

間のそれでなく， ‘‘national’'な体制の立場と，集

団として独立農業経営者に成長することを望むキ

ブーツ創設者との間の契約でもあった。

われわれは， キブーツ創設に際しての契約の中

に， デガニヤ創設者たちの担っていた特異な階級

的性格と，シオニスト機構の入植政策を貫<“na-

tional’'でありかつ資本の投資効果をも求めると い

う二重の性格とが， ことごと く反映しているのを

見る。 したがってデガニヤという特異な性格をも

った入植村は， 入植過程のこの段階における労働

の担い手と入植資本との双方にそれぞれに負わさ

れていた主体的な諸条件が，集約され共通の一致

点を見いだすべき目標として成立したのである。

5. キプーツの性格

前項でみたような経過をたどって成立したキブ

ーツ・デガニャは， 1918年に至るまで，シオニスト

機構入植機関の労働者としての契約関係を続け，

そこではじめて純粋に独立の農業経営体として自

立した。すなわち， 土地をはじめとする生産手段

や資本を多く借り入れながらも， 自立した再生産
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体系を基盤に独自の経営体となったのである。こ

の方式は，その後に創設された Yishuvにおける

キブーツすべてにわたって， 一般的な道すじとな

った。今日のキブーツは普通独立した経営主体と

なっている。

さて，デガニヤ創設は， すでに見たように，ユ

ダヤ人労働者とシオニスト機構との間の， 一方で

は妥協により，他方では後者が前者を自己の体制

下に新たな形で組み入れることを通じて行なわれ

た。妥協が成立したのは，両者がキブーツ創設に

よってそれぞれのもつ自己矛盾を克服することが

できるからであった。すなわち，ユダヤ人労働者

は労働者としての階級的性格を捨てて独立農業経

営者となることにより， シオニストとしての入植

目的， すなわち自己労働による入植社会設立の目

的と自らの置かれた立場との矛盾を， シオニスト

機構は ‘‘national"な入植事業の目的と資本家的立

場の矛盾を， それぞれ解消しえたかに見えるので

ある。

したがって， ここに現われた新たな村落類型キ

ブーツの性格は，第 1にそれがシオニスト機構の

体制の枠内でその存立を保証されるものであるこ

と，第 2にその体制内ですでに階級としての労働

者ではないこと， 第 3に「自己労働」の原理によ

ってそれ自身自立しうる社会であること， の3点

に要約される。

シオニスト機構の体制がつねに超階級的な意味

で “national"なものであるのなら，キブーツ自体

も “national"な，いかなるユダヤ人やシオニスト

体制とも階級対立の契機を内包しない， 自立した

社会単位として把えられるであろう。キブーツが

しばしば， その消費生活での共同体的性格のみで

特徴づけられ， 周囲の社会体制全体との間に本質

、的な対立契機をはらんでいない社会形態としてと



りあげられることが多いのも，体制を “national"

なものと前提する， シオニズムの立場に由来して

いる。

しかし，シオニスト機構の体制が， それ自身資

本主義体制としての側面をもっているかぎり， キ

プーツはまさに独立の経営主体であると 同時に，

「自己労働」の原理によって自らの資本家的経営

発展の可能性を否定する， 小農としての性格を担

うことになろう。 キブーツは新たに獲得した階級

的性格をもって，体制内部でたえず資本と対立す

る契機を内包してゆくことになるであろう。

創設時にみごとな統一を示したキブーツの “na-

tional’'な性格と“階級的”性格とが，現在までは

たしてそのまま保たれてきたのかどうかを知るこ

とによって，われわれは逆に Yishuv体制の性格

そのものを解明する手がかりを得ることができる

であろう。そこでつぎに，キブーツの発展とその

問題点について述べることにしたい。

（注12) 本来，村落類型としてはクヴツァ ーという

名称が歴史的にまず発生し，後にクヴツァーのより発

達した形のものとしてキプーツがあらわれた。デガ ニ

ヤも厳密にはクヴツァーであり，今日でも現地ではキ

プーツと呼ばずクヴツァーと称している。しかし，前

節で述べた村落類型分類上では両者に違いはない。今

日イスラニルでも両者がキプーツの名で総称されるこ

とが多く，最も古いキプーツとしてデガニアをあげる

のが普通である。

（注13) 今日のイスラエルで， リツョソ・レツィヨ

ン， レホヴォット ，ハデラ，ペクフ ・ティクヴァなど

の代表的な中小都市は，いずれもモシャヴァーの発展

したものである。

（注14) J. Baratz, Diigania, Tel Aviv, 1931およ

びA Village by the Jordan―Story of Degania, 

Tel Aviv, 1960. 

（注15) デガニヤは1920年に土地，その他の財産，

成員を 2分して分村した。それ以来，かつてのデガニ

ヤの位監に残った村をデガニャ・アーレフ，新たに分

村したほうをデガニャ・ペート と呼んで区別している。

（注16) パレスチナにおけるユダヤ人入植過程にお

いて，この地に来住するユダヤ移民は時期的にいくつ

かの波を形成した。通常イスラニルではこれを第 1期

移民以下番号をつけて示す。第 2期移民は1904~14年

に来住したもので，総計約 4万人，普通かれらの出身

階閣からみて「労働」移民と呼ばれており，いわゆる

社会主義シオニス ト勢力の中核として知られている

(M. Sicron, Immigration to Israel 1948~1953, Je-

rusalem, 1957, pp. 20~21参照）。

（注17) A. Bein, Return to the Soil, Jerusalem, 

1952, pp. 36~45参照。

（注18) 社会主義シオニズム思想の開祖ともいわれ

るバル・ボロホヴ(1881~1917)は，マルクス主義的な

立場から出発して，ジオニズムと社会主義との統一を

試みたといわれる (W.Preuss, Die Jildische Arbei-

terbewegung in Palastina, Berlin, 1932, S. 17)。し

かしその理論は，ユダヤ人が肉体労働者を欠き，こと

に第 1次産業をまった＜欠いているのは民族としての

欠陥で，農業と工業を含むバラソスのとれた産業社会

を建設すべきだ，という点に主眼がおかれ，＼あくまで

もユダヤ・ナショナリズムとしてのシオニズムの一表

現であった。

（注19) これらはいずれも，第 2期移民のみならず，

束欧系のシオニストたち一般に強い影響を持っていた

といわれるナロ ー ドニキ的社会主義の色彩を帯びた・ン

オニズムのスローガソである。「土に遠れ」は自然と交

わって生きることに人問の歓びがあり，ユダヤ人はす

ペからく農民になるべし，という意味であり， 「労働

の瓦服」は精神労働者の多かったユダヤ人にあらゆる

種類の労働を克服しなければならぬ，と呼びかけたも

のであり， 「自己労働」は他人を府わず自ら働くこと

を意味していた。しかし，この同じスローガン「自己

労働」が，第 2期移民においては特に，第 1期移民の

つくるモシャヴァーの資本家的生産関係を批判する言

葉として，またそれゆえにアラプ民族を排してユダヤ

人が「自民族」の手で労働を行なうことを意味して用

いられたことに注目すべきである。

（注20) Baratzはトルストイに感化され，バレス

チナで土に交わって生きようと漠然と考えて来住した

が，具体的に入植をどう行なったらよいか，まで考えて

はいなかった，と告白している (J.Baratz, A Village 

by the Jordan, p. 9参照）。

（注21) デガニヤ創設者の中核となったのは，入植
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史上「ロムニ・グループ」の名で有名なウクライナのロ

ムニ出身のシオニスト青年たちで，かれらはロシアか

らすでに集団で来住し，モシャヴァー・ハデラで集団で

農業労働者となっていた。しかしこの期間に， Baratz

ら他のデガニヤ創設者と知り合って親しくなり，新し

くグループを再網成している。

（注22) Beinは第 2期移民のほとんどが中産下陪

の出身であった，と述べている (A.Bein, op. cit., p_ 

36参照）。またロツアにおけるシオニズムの発展は，そ

の担い手の社会的地位の低さや経済的階級性に関係が

あるともいわれている (EscoFoundation for Palesti-

ne, Palestine, A Study of Jewish, Arab and Bri-

tish Policies, 1946, p. 41)。

（注23) 世界シオニスト機構の入植機関の一つ。

1908年にパレスチナにおける同機構の代表部パレスチ

ナ事務所とともに設立。イギリス名で PalestineLand 

Development Co.同略称は PLDC。この機関設立の

趣旨は，その企画を行なった A.Ruppinの著書，たと

えば DerAufbau des Landes Jsrael, Berlin, 1919, 

S.42参照。

（注24) Ruppinによれば， 同一の自然のもとで生

産し同一の町に売る野菜， ミルク，錢卵などの生産製

について，アラプ人なら 6~8ピアストルのところユ

ダヤ人なら15~20ピアストルかかり，この差がユダヤ

人農業を混合農業に転換させる根本原因となった，と

述べている (A.Ruppin, Die Landwirtschaftliche 

Kolonisation der Zionistischen Organisation in 

Palastina, Berlin, 1925. S. 19)。

（注25) A. Bein, op. cit., p. 41. W. Preuss, op_ 

cit., p.15など。

．（注26) 第 1期移民がシオニストでありながら「自

己労働」の原則から離れてしまったという理由で，．ン

オニスト機檄の立場からは，第 1期移民の来住時を、ン

オニスト入植前史と位置づけることが多い（たとえば

A. Ruppin, op. cit., S. 9. A. Bonne., Palastina, 

Leipzig, 1933, S. 125. A. Bein, op. cit.など）。

・（注27) この争議については， A.Bein, op. cit., p. 

60, A. Ruppin, op. cit., S. 13, など。

（注28)・1897年にスイスのバーゼルで開かれた第 1

回シオニスト会議（この会議で世界シオニスト機構が

結成さる）で採択された網領の中に，農業および工業

労働者によるバレスチナ入植の促進，という条項があ

る。
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（注29) A. Granovsky, Land Problems in Pales-

tine, London, 1929, p. 1. 

（注30) A. Bein, op. cit., pp. 15~25. 

（注31) A. Granovsky, op. cit., p. 6. Granovsky 

はユダヤ民族甚金の役割を明確に資本主義の害悪から

の解放といっている。また本書は全巻にわたって士地

私有の排除を主張している。

（注32) 1901年設立のシオニスト機構のパビスチナ

における土地購買のための機関。今日のイスラニルで

も最大の土地所有者である。英名は JewishNational 

Furid,同略名 JNF。

（注33) 当時オスマン帝国法により， 3年間休閑し

ている土地は国に没収されることになっていた (A.

Granovsky, Ha-mishtar Ha Karkai Be-Erez Yisra-

el(『パレスチナの農地制度』）， TelAviv, 1949)。

（注34) A. Granovsky, Die Landwirtshaft, SS. 

15~16. 

（注35) A. Bein, op. cit., p. 51. 

（注36) Beinによれば， 1907年現在，ユダヤ民族

基金の資本は 5万ボンド，所有地価格が 1~1.5万ポン

ド，年収入が 1万3700ボンド(1913年にこれは 4万0600

ボソドにしかふえていない）であった (A.Bein, op. 

cit., pp. 46~47)。

（注37) F. Oppenheimerが協同組合体制に基づく

独立小経営者の入植村を建設する構想を発表したのは

1896年のことで，これはモシャヴァ一体制の批判とそ

の経済的ゆきづまり打開の政策的提言としてであっ

た。この方針はシオニスト機構の中でしだいに支持を

得， 1908年の第 8回， 1909年の第 9回のそれぞれのシ

オニスト会議で採択されている。

（注38) A. Ruppin, op. cit.,_ S. 14. 

（注39) A. Bein, op. cit., p. 63. 

（注40) Ibid., p. 64．管理人の具体的な任務は，家

畜と施設の維持，会社の指示の執行，毎週の農場の経

営，労働状態についての報告の提出，であった。

（注41) J. Baratz, Dagania, S. 25. 

（注42) Baratzは当時月50フランという賃金は村落

生活を送る労働者にとって最低限であった，と語って

いる。

（調査研究部中東調査室）




